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(6) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

(概算額の算定方法)

企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と当社の連結損益計算

書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としています。また、企業結合時に認識されたのれんが

当連結会計年度開始の日に発生したものとし、償却額の調整を行い算出しています。

なお、当該注記は監査証明を受けていません。

売上高 622,851千円

営業利益 256千円

経常利益 13,923千円

税金等調整前当期純利益 1,851千円

当期純利益 69,467千円

－63－



(賃貸等不動産関係)

当社では、東京都において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む)等を有しています。

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額並びに連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおり

です。

(単位：千円)

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額です。

２ 時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)で

す。

また、賃貸等不動産に関する賃貸損益(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上)は、次のとおり

です。

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

連結貸借対照表
計上額

期首残高 1,426,381 1,386,709

期中増減額 △39,672 239,066

期末残高 1,386,709 1,625,775

期末時価 3,000,000 3,054,425

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

賃貸損益 125,382 138,999
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社は製品・サービス別セグメントから構成されており、「印刷」(一般印刷・情報、新聞印刷他)、「電子部品

製造」(フラットパネルディスプレイ製品、エレクトロニクス製品)及び「不動産賃貸等(不動産賃貸、太陽光発

電)」の３つを報告セグメントとしています。

平成26年11月より新たに太陽光発電事業を開始し、「不動産賃貸」の報告セグメント区分に含めています。これ

に伴い、当連結会計年度より、報告セグメントを従来の「不動産賃貸」から「不動産賃貸等」に変更しています。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の名称で表示しています。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一です。

セグメント間の内部売上高又は振替高は、市場価格に基づいています。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(注) １ 調整額は以下のとおりです。

セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは現金及び預

金並びに投資有価証券です。

２ セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結

財務諸表
計上額印刷

電子部品
製造

不動産賃貸等 計

売上高

外部顧客への売上高 17,018,269 1,462,992 198,268 18,679,530 ― 18,679,530

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 153,625 153,625 △153,625 ―

計 17,018,269 1,462,992 351,893 18,833,155 △153,625 18,679,530

セグメント利益又は損失(△) 483,762 △398,794 249,922 334,891 ― 334,891

セグメント資産 14,439,285 2,839,134 2,340,972 19,619,392 7,986,651 27,606,043

その他の項目

減価償却費 1,188,945 125,282 64,790 1,379,018 ― 1,379,018

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,681,744 66,102 3,780 1,751,627 ― 1,751,627
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(注) １ 調整額は以下のとおりです。

セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは現金及び預

金並びに投資有価証券です。

２ セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結

財務諸表
計上額印刷

電子部品
製造

不動産賃貸等 計

売上高

外部顧客への売上高 15,703,516 998,263 238,933 16,940,713 ― 16,940,713

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 152,879 152,879 △152,879 ―

計 15,703,516 998,263 391,813 17,093,592 △152,879 16,940,713

セグメント利益又は損失(△) 161,485 △368,182 283,781 77,084 ― 77,084

セグメント資産 14,481,395 2,442,244 2,608,216 19,531,856 9,427,551 28,959,408

その他の項目

減価償却費 1,233,466 110,912 68,360 1,412,739 ― 1,412,739

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,235,456 7,096 291,850 1,534,403 ― 1,534,403
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一のため、記載を省略しています。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一のため、記載を省略しています。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社読売新聞東京本社 6,545,369 印刷

ヤマト運輸株式会社 2,386,457 印刷

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社読売新聞東京本社 6,174,108 印刷

ヤマト運輸株式会社 2,221,477 印刷
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計

印刷 電子部品製造 不動産賃貸等 計

(のれん)

当期償却額 ― ― ― ― ― ―

当期末残高 ― ― ― ― ― ―

(負ののれん)

当期償却額 ― ― ― ― 9,486 9,486

当期末残高 ― ― ― ― 2,371 2,371

(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計

印刷 電子部品製造 不動産賃貸等 計

(のれん)

当期償却額 ― ― ― ― ― ―

当期末残高 134,928 ― ― 134,928 ― 134,928

(負ののれん)

当期償却額 ― ― ― ― 2,371 2,371

当期末残高 ― ― ― ― ― ―
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【関連当事者情報】

１ 関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(注) １ 上記取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでいます。

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等

当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で行っています。

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(注) １ 上記取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでいます。

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等

当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で行っています。

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(会社等)
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 (当
該会社等
の子会社
を含む)

DICグラ
フィック

ス
株式会社

東京都
千代田区

500,000
各種印刷用
インキ等の
製造販売

(被所有)
直接 間接
0.9   ―

原材料の購入 原材料仕入 893,225
支払手形
及び
買掛金

492,637

主要株主
(会社等)
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 (当
該会社等
の子会社
を含む)

三菱製紙
販売

株式会社

東京都
中央区

600,000

洋紙・板紙・
パルプ・
製紙用工業
薬品の卸売

(被所有)
直接 間接
0.3   ―

原材料の購入
役員の兼任１名

原材料仕入 1,579,292
支払手形
及び
買掛金

680,152

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(会社等)
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 (当
該会社等
の子会社
を含む)

DICグラ
フィック

ス
株式会社

東京都
千代田区

500,000
各種印刷用
インキ等の
製造販売

(被所有)
直接 間接
0.9   ―

原材料の購入 原材料仕入 763,610
支払手形
及び
買掛金

441,228

主要株主
(会社等)
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等 (当
該会社等
の子会社
を含む)

三菱製紙
販売

株式会社

東京都
中央区

600,000

洋紙・板紙・
パルプ・
製紙用工業
薬品の卸売

(被所有)
直接 間接
0.3   ―

原材料の購入
役員の兼任１名

原材料仕入 1,393,396
支払手形
及び
買掛金

587,446
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(１株当たり情報)

(注) １ 前連結会計年度及び当連結会計年度は潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純

損失であり、また潜在株式が存在していないため記載していません。

２ １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 550.66円 572.04円

１株当たり当期純損失(△) △0.97円 △2.02円

項目
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当期純損失(△) (千円) △30,917 △63,833

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(△) (千円) △30,917 △63,833

期中平均株式数 (千株) 31,741 31,600
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２ リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上している部分を除いて算出しています。

３ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額

は以下のとおりです。

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 3,155,000 3,165,000 1.0 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 30,568 1.4 ―

１年以内に返済予定のリース債務 684,114 785,932 1.9 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― 27,792 1.5 平成29年11月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,495,838 1,935,669 1.9
平成28年６月25日～
平成46年12月25日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 5,334,952 5,944,962 ― ―

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 16,656 11,136 ― ―

リース債務 521,008 266,350 249,282 197,484
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 3,907,558 8,002,479 12,892,535 16,940,713

税金等調整前
四半期(当期)
純利益又は
四半期純損失
(△)

(千円) △7,034 △49,560 32,400 26,092

四半期純利益
又は四半期
(当期)純損失
(△)

(千円) △5,951 △41,253 4,472 △63,833

１株当たり
四半期純利益
又は四半期
(当期)純損失
(△)

(円) △0.19 △1.30 0.14 △2.02

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益
又は四半期純
損失(△)

(円) △0.19 △1.11 1.45 △2.17
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２ 【財務諸表等】
(1) 【財務諸表】
① 【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 812,295 729,545

受取手形 128,845 146,630

売掛金 2,188,711 2,026,992

製品 524,941 560,728

原材料 77,420 67,454

仕掛品 568,745 380,304

未収入金 105,522 56,836

前払費用 40,058 33,966

短期貸付金 1,163 445

繰延税金資産 70,548 78,106

その他 46,601 48,203

貸倒引当金 △1,000 △2,000

流動資産合計 4,563,855 4,127,213

固定資産

有形固定資産

建物 ※1  7,557,299 ※1  7,206,485

構築物 ※1  120,383 ※1  113,406

機械装置 ※1  2,723,347 ※1  2,549,413

車両及び運搬具 4,752 3,729

工具器具備品 92,039 108,972

土地 ※1  2,780,720 ※1  2,780,720

リース資産 1,780,718 2,223,708

建設仮勘定 － 67,300

有形固定資産合計 15,059,261 15,053,735

無形固定資産

その他 26,287 21,586

無形固定資産合計 26,287 21,586

投資その他の資産

投資有価証券 ※1  4,676,375 ※1  5,895,722

関係会社株式 436,892 664,245

その他 732,958 666,759

貸倒引当金 △91,290 △98,076

投資その他の資産合計 5,754,936 7,128,651

固定資産合計 20,840,485 22,203,972

資産合計 25,404,341 26,331,186
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(単位：千円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 1,292,911 1,136,841

買掛金 641,724 568,447

短期借入金 ※1  3,130,000 ※1  3,130,000

リース債務 644,972 730,286

未払金 176,505 199,371

未払費用 324,284 322,625

未払法人税等 31,702 30,790

預り金 37,508 36,338

設備関係支払手形 46,956 －

賞与引当金 134,000 82,000

その他 23,543 34,822

流動負債合計 6,484,108 6,271,524

固定負債

リース債務 1,396,374 1,813,158

退職給付引当金 944,133 1,044,166

役員退職慰労引当金 23,263 23,263

長期前受収益 162,240 97,344

繰延税金負債 210,695 519,287

その他 112,576 141,084

固定負債合計 2,849,283 3,638,305

負債合計 9,333,392 9,909,829

純資産の部

株主資本

資本金 5,607,886 5,607,886

資本剰余金

資本準備金 4,449,556 4,449,556

資本剰余金合計 4,449,556 4,449,556

利益剰余金

利益準備金 701,359 701,359

その他利益剰余金

退職給与積立金 2,700 2,700

別途積立金 2,862,200 2,862,200

繰越利益剰余金 2,000,646 829,423

利益剰余金合計 5,566,905 4,395,682

自己株式 △712,815 △63,193

株主資本合計 14,911,532 14,389,932

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,159,416 2,031,423

評価・換算差額等合計 1,159,416 2,031,423

純資産合計 16,070,948 16,421,356

負債純資産合計 25,404,341 26,331,186
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② 【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

売上高 16,158,418 14,458,596

売上原価 13,489,222 12,005,363

売上総利益 2,669,196 2,453,233

販売費及び一般管理費 ※2  2,502,317 ※2  2,438,301

営業利益 166,879 14,931

営業外収益

受取利息及び配当金 129,421 116,246

その他 35,313 41,691

営業外収益合計 164,735 157,937

営業外費用

支払利息 89,789 80,745

売上割引 36,138 31,927

その他 1,617 4,390

営業外費用合計 127,545 117,063

経常利益 204,068 55,805

特別利益

投資有価証券売却益 96,775 －

特別利益合計 96,775 －

特別損失

固定資産除却損 ※3  37,903 ※3  56,918

固定資産売却損 ※4  29,628 －

過去勤務費用 ※5 378,108 －

特別損失合計 445,640 56,918

税引前当期純損失（△） △144,796 △1,112

法人税、住民税及び事業税 16,000 16,000

法人税等調整額 △74,029 26,898

法人税等合計 △58,029 42,898

当期純損失（△） △86,766 △44,011
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 5,607,886 4,449,556 4,449,556

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
5,607,886 4,449,556 4,449,556

当期変動額

剰余金の配当

当期純損失（△）

自己株式の取得

自己株式の消却

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額）

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 5,607,886 4,449,556 4,449,556

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

退職給与積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 701,359 2,700 2,862,200 2,404,842 5,971,102 △712,167 15,316,377

会計方針の変更による

累積的影響額
― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
701,359 2,700 2,862,200 2,404,842 5,971,102 △712,167 15,316,377

当期変動額

剰余金の配当 △317,430 △317,430 △317,430

当期純損失（△） △86,766 △86,766 △86,766

自己株式の取得 △648 △648

自己株式の消却 ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額）

当期変動額合計 ― ― ― △404,196 △404,196 △648 △404,845

当期末残高 701,359 2,700 2,862,200 2,000,646 5,566,905 △712,815 14,911,532
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(単位：千円)

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 811,993 811,993 16,128,371

会計方針の変更による

累積的影響額
― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
811,993 811,993 16,128,371

当期変動額

剰余金の配当 △317,430

当期純損失（△） △86,766

自己株式の取得 △648

自己株式の消却 ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額）

347,422 347,422 347,422

当期変動額合計 347,422 347,422 △57,422

当期末残高 1,159,416 1,159,416 16,070,948
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当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 5,607,886 4,449,556 4,449,556

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
5,607,886 4,449,556 4,449,556

当期変動額

剰余金の配当

当期純損失（△）

自己株式の取得

自己株式の消却

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額）

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 5,607,886 4,449,556 4,449,556

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

退職給与積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 701,359 2,700 2,862,200 2,000,646 5,566,905 △712,815 14,911,532

会計方針の変更による

累積的影響額
△86,765 △86,765 △86,765

会計方針の変更を反映

した当期首残高
701,359 2,700 2,862,200 1,913,880 5,480,140 △712,815 14,824,767

当期変動額

剰余金の配当 △317,405 △317,405 △317,405

当期純損失（△） △44,011 △44,011 △44,011

自己株式の取得 △73,417 △73,417

自己株式の消却 △723,040 △723,040 723,040 -

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額）

当期変動額合計 ― ― ― △1,084,457 △1,084,457 649,622 △434,834

当期末残高 701,359 2,700 2,862,200 829,423 4,395,682 △63,193 14,389,932
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(単位：千円)

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 1,159,416 1,159,416 16,070,948

会計方針の変更による

累積的影響額
― △86,765

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,159,416 1,159,416 15,984,183

当期変動額

剰余金の配当 △317,405

当期純損失（△） △44,011

自己株式の取得 △73,417

自己株式の消却 -

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額）

872,007 872,007 872,007

当期変動額合計 872,007 872,007 437,173

当期末残高 2,031,423 2,031,423 16,421,356
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法にて評価しています。

② その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法にて評価しています。(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しています。)

時価のないもの

移動平均法による原価法にて評価しています。

(2) たな卸資産

① 製品

売価還元法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)にて評価しています。

② 原材料

先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)にて評価しています。

③ 仕掛品

売価還元法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)にて評価しています。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっています。

但し、建物(建物附属設備を除く)及び川越工場新聞印刷用機械及び装置については、定額法によっています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ３年～50年

機械装置 ４年～15年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっています。

なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっていま

す。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

なお、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
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３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充当するため、支給見込み額のうち当事業年度の負担額を計上しています。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してい

ます。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込み額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっています。

なお、会計基準変更時差異(499,414千円)については、15年による按分額を費用処理しています。

過去勤務費用は発生年度に全額費用処理しています。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しています。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

なお、当社は平成20年６月に役員退職慰労金制度を廃止しており、計上額は過去分の要支給額となっています。

４ その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、会計基準変更時差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用

指針」という。)を退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年

度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の

期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しています。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が40,038千円増加し、前払年金費用が94,273千円、繰越利益剰余金

が86,765千円それぞれ減少しています。

また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響額は軽微です。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保提供資産及び担保資産に対応する債務

担保提供資産

上記のうち、工場財団設定分

担保資産に対応する債務

上記のうち、工場財団設定分

２ 受取手形割引高

３ 関係会社に対する金銭債権・債務(区分表示したものを除く)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

建物 5,304,927千円 5,099,233千円

構築物 27,610 25,971

機械装置 308,873 240,466

土地 669,175 669,175

投資有価証券 474,450 587,827

計 6,785,037 6,622,675

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

建物 2,293,587千円 2,161,385千円

構築物 27,610 25,971

機械装置 308,873 240,466

土地 132,854 132,854

計 2,762,926 2,560,678

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

受取手形割引高 206,592千円 138,559千円

短期借入金 2,444,570 2,381,440

計 2,651,163 2,520,000

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

受取手形割引高 131,163千円 ―千円

短期借入金 1,960,000 1,960,000

計 2,091,163 1,960,000

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

受取手形割引高 325,776千円 239,633千円

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

短期金銭債権 47,879千円 60,250千円

短期金銭債務 174,017 185,349
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(損益計算書関係)

１ 関係会社との取引高

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりです。

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。

※５ 過去勤務費用

前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

当事業年度に退職金規程を改訂したことに伴い発生した過去勤務費用の全額費用処理額です。

当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

売上高 158,184千円 181,527千円

営業費用 1,415,306 1,247,377

営業取引以外の取引高 271,617 203,486

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

荷造運賃 497,323千円 473,370千円

給料手当 755,153 778,972

貸倒引当金繰入額 ― 7,786

賞与引当金繰入額 32,916 22,023

退職給付費用 73,534 76,140

法定福利費 82,313 79,051

減価償却費 78,623 79,325

研究開発費 208,256 178,985

おおよその割合

販売費 65％ 66％

一般管理費 35％ 34％

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

機械装置 37,602千円 56,894千円

工具器具備品 300 24

計 37,903 56,918

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

機械装置 29,628千円 ―千円
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

(単位：千円)

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載して

いません。

区分
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

子会社株式 436,892 664,245

関連会社株式 ― ―

計 436,892 664,245
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

(表示方法の変更)

前事業年度において、「繰延税金資産」の「その他」に含めていました「繰越欠損金」は、金額的重要性が増し

たため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の注記

の組替えを行っています。

この結果、前事業年度の注記において、「繰延税金資産」の「その他」に表示していた31,793千円は、「繰越欠

損金」7,284千円、「その他」24,508千円として組替えています。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度において、税引前当期純損失を計上しているため記載を省略しています。

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

(繰延税金資産)

貸倒引当金 32,670千円 31,907千円

賞与引当金 47,436 26,896

退職給付引当金 334,223 335,177

役員退職慰労引当金 8,235 7,467

未払事業税 5,492 4,553

未払事業所税 2,901 1,715

ゴルフ会員権評価損 4,973 4,510

減損損失 168,846 132,391

繰越欠損金 7,284 86,210

長期前受収益 57,433 31,707

その他 24,508 19,985

繰延税金資産小計 694,005 682,522

評価性引当額 △65,382 △58,774

繰延税金資産合計 628,623 623,747

(繰延税金負債)

前払年金費用 △139,256 △113,733

その他有価証券評価差額金 △629,513 △951,196

繰延税金負債合計 △768,770 △1,064,929

繰延税金資産(負債)の純額 △140,146 △441,181
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３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年

法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等

が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来

の35.4％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.8％に、平成28年４

月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.1％となります。

この税率変更により、繰延税金負債の金額(繰延税金資産の金額を控除した金額)は48,145千円減少し、法人税等

調整額が49,641千円、その他有価証券評価差額金が97,786千円、それぞれ増加しています。

(企業結合等関係)

連結財務諸表の「注記事項(企業結合等関係)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：千円)

(注) リース資産の主な増加は、商業輪転機558,660千円です。

【引当金明細表】

(単位：千円)

(注)  貸倒引当金の当期減少額「その他」は洗い替えによる戻入れです。

区分 資産の種類
期首

帳簿価額
当期増加額 当期減少額 当期償却額

期末
帳簿価額

減価償却
累計額

期末
取得原価

有形
固定
資産

建物 7,557,299 39,662 ― 390,476 7,206,485 23,867,441 31,073,927

構築物 120,383 ― ― 6,976 113,406 1,564,003 1,677,409

機械装置 2,723,347 236,356 56,894 353,396 2,549,413 15,644,332 18,193,746

車両及び
運搬具

4,752 ― ― 1,022 3,729 48,577 52,306

工具器具
備品

92,039 25,630 24 8,674 108,972 1,361,099 1,470,071

土地 2,780,720 ― ― ― 2,780,720 ― 2,780,720

リース資産 1,780,718 1,063,740 ― 620,750 2,223,708 2,839,430 5,063,139

建設仮勘定 ― 67,300 ― ― 67,300 ― 67,300

計 15,059,261 1,432,689 56,918 1,381,296 15,053,735 45,324,885 60,378,620

無形
固定
資産

その他 26,287 ― ― 4,701 21,586 62,245 83,831

計 26,287 ― ― 4,701 21,586 62,245 83,831

区分 期首残高 当期増加額

当期減少額

期末残高
目的使用 その他

貸倒引当金 92,290 8,786 ― 1,000 100,076

賞与引当金 134,000 82,000 134,000 ― 82,000

役員退職慰労引当金 23,263 ― ― ― 23,263
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

(注) １ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

こととしています。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

２ 特別口座に記載されている単元未満株式の買取り及び買増しについては、三井住友信託銀行株式会社の全国

本支店にて取扱います。

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り
及び買増し

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告(http://www.mitsumura.co.jp/)
ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、日本経済新
聞に掲載して行います。

株主に対する特典 該当事項はありません。

－89－



第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しています。

(1)  有価証券報告書
及びその添付書類
並びに確認書

事業年度
(第112期)

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

平成26年６月27日
関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書 事業年度
(第112期)

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

平成26年６月27日
関東財務局長に提出。

(3)  四半期報告書及び確認書

第113期
第１四半期

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

平成26年８月12日
関東財務局長に提出。

第113期
第２四半期

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

平成26年11月13日
関東財務局長に提出。

第113期
第３四半期

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

平成27年２月13日
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第９号の２(株主総会
における議決権行使の結果)の規定
に基づく臨時報告書

平成26年７月２日
関東財務局長に提出。

(5) 自己株券買付状況報告書 平成26年11月13日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

平成30年６月７日

光村印刷株式会社

代表取締役社長 阿 部 茂 雄 殿

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる光村印刷株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の訂正後の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、光

村印刷株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中 原 健 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山 田 円 ㊞



その他の事項

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、連結財務諸表を訂正している。なお、当

監査法人は、訂正前の連結財務諸表に対して平成27年６月26日に監査報告書を提出した。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しています。

２ XBRLデータは監査の対象に含まれていません。



独立監査人の監査報告書

平成30年６月７日

光村印刷株式会社

代表取締役社長 阿 部 茂 雄 殿

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる光村印刷株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第113期事業年度の訂正後の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、光村印

刷株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中 原 健 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山 田 円 ㊞



その他の事項

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、財務諸表を訂正している。なお、当監査

法人は、訂正前の財務諸表に対して平成27年６月26日に監査報告書を提出した。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しています。

２ XBRLデータは監査の対象に含まれていません。




